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アデカシー面の便益推定手法について

2020年11月19日
広域連系系統のマスタープラン及び

系統利用ルールの在り方等に関する検討委員会事務局

第4回 広域連系系統のマスタープラン及び系統利用ルールの
在り方等に関する検討委員会 資料１



2（参考）本委員会のスケジュール

2020年度 2021年度

7 8 9 10 11 12 1 2 3

本委員会
開催予定 ◆ ◆

項目 時期 主な内容

検討の進め方 第1回 ➢ 一次案のとりまとめに向けた検討の進め方

１．広域系統整備の長期展望
（設備形成ルールと１次評価

に基づく増強系統）

第2回
➢ 費用便益評価に基づく設備形成ルール(混雑を前提とした設備形成)
➢ 供計第10年度のシミュレーション結果(地内系統含む)

第3回 ➢ 個別の地内混雑系統の取扱い

第4回 ➢ アデカシー面の便益推定手法について ☜（今回）

第5回 ➢ ノンファーム型接続の全国展開と設備形成ルール
➢ 一次案策定に向けたシミュレーション条件

第6回 ➢ 一次案における長期展望について(連系線を中心とした増強の可能性)

２．混雑管理の在り方
第3回 ➢ 混雑管理勉強会での議論状況

第5回 ➢ 混雑管理勉強会の成果（報告）

３．高経年設備の更新の在り方

第2回 ➢ ガイドラインの全体概要、記載事項の方向性

第5回 ➢ 高経年化設備のリスク量算定方法等、ガイドラインの記載内容

第7回 ➢ ガイドライン一次案の提示等

一次案とりまとめ 第7回 ➢ 一次案の骨子、一次案（案）の提示

第8回 ➢ 一次案

第1回 第2回 第3回 第5回
◆

第6回
詳細検討

◆（一次案）◆（案）◆
第4回

◆◆
第7回 第8回



3本日ご議論頂きたい内容

◼ 本日は費用便益評価のうち、アデカシー面の便益推定手法に係る検討の方向性や、今後の
検討を進めるにあたっての課題についてご議論頂きたい。

【報告事項】
〇供給信頼度と費用便益評価におけるアデカシー評価について

〇費用便益評価における海外（ENTSO-E、PJM）の評価方法について

【主な論点】
〇日本におけるアデカシー面の便益推定手法に係る検討の方向性 【論点１】

・マスタープラン策定に向けて、海外事例（ENTSO-E、PJM）も参考に、どのような
評価方法で検討を進めるか。

〇今後の検討課題について 【論点２】
・将来における系統混雑を前提とした場合、アデカシー面の便益推定手法に必要と
なる具体的な課題があるか。



4これまでの議論状況

◼ 第2回本委員会において、アデカシー面の便益に係る検討については、ENTSO-EとPJMの事例
も参考にして進めていくこととした。

第2回 広域連系系統のマスタープラン及び系統利用
ルールの在り方等に関する検討委員会資料より



5（参考）過去委員会 ご意見

【アデカシーに関するご意見】

第2回本委員会

◼ アデカシーのように影響がある程度大きく、数値の定め方が明確でないために考慮しないような項目があるのであれば、
概算の数値がもし算出できるのであれば考慮しておくというのも、全く考慮しないよりは正しい数値に近づくこともあるため、
そのような事も考えながら、いつの段階で反映していくのかを検討頂きたい。

◼ B/C≧1を基本にしつつ、エネルギー供給強靱化と言う視点も踏まえるという方向性が示されており、これ自体に大きな異論
はなく、エネルギー供給強靱化の視点にもそれなりの重きを置いていることと認識している。この点を踏まえると、スライド18に
おいて、アデカシー面については検討中と言う事であるが、どのような評価がなされていくかがもう少し見えると、エネルギー
供給強靱化がどのような評価になっていくかがはっきりしてくるのではないかと思う。

◼ 先行事例のあるアデカシー面などは概算値でもよいので早めに導入するよう検討頂きたい。シミュレーションで代替的な評
価を行う場合には、そのシミュレーション考え方や前提条件についても改めてこの場で議論させて頂きたい。

◼ kWのアデカシー価値を初めから便益の中に入れたうえで、連系線の増強要否を比較しなければならないと思う。

◼ 現状においては、このように価格弾力性については無いものとして判断し、むしろアデカシーを価格に落としていくことも注力
した方が効果的ではないかと思う。

◼ アデカシー面や送電ロスといった便益効果についてもkW価値、需給地の近接電源の価値を正しく評価するという視点では、
日本においても組み込むことが望ましいと考えているため、引続き検討をお願いする。

再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（第２０回）合同会合

◼ アデカシーの考慮というのは、今回入っていないが、これに関しても非常に重要だと思うので、将来的にはそう言うことを
検討していくのは重要だろう。ただ、いずれにしても時間制約があって、こちらも早く結果をまず出していかないといけないと言
うことなので、まず結果を出して、その後、拡張していくと言う方針が良いのではないかと思う。



6１．供給信頼度と費用便益評価におけるアデカシー評価について

◼ 電力システムにおける供給信頼度には、アデカシーとセキュリティがあり、それぞれについて一定の
基準を満たす必要がある。

アデカシー：需要に対して十分な電源予備力と送電余力を確保していること。
セキュリティ：落雷など突発的な障害が発生しても周波数、電圧、同期安定性等が適切に

維持されること。
◼ 費用便益評価のアデカシー評価とは、系統増強による連系効果（エリア間融通）拡大の観

点から得られる便益を貨幣価値換算するものである。

負荷曲線

系統に存在する電源総容量

計画外停止等

稼働可能な電源容量

供給力不足に
起因する停電

アデカシー評価における停電の代表的な例は、
「高需要日に、電源の計画外停止や再エネの出力低下が重なり、供給力が不足」という状況である。

時間

負荷/供給力
【kW】

【アデカシー評価のイメージ】

⇐ アデカシーの基準
（供給信頼度）

系統増強による連系効果拡大を便益として評価
（マスタープランにおけるアデカシー評価）

【評価の前提】
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◼ 日本の電力システムの供給信頼度（アデカシー）については、これまで各エリアの電源の供給
力に対して、十分な送電能力を確保するような系統増強を行っており、高需要時等において
も供給力不足とならないように必要な供給予備力を確保している。

◼ 今後は、連系線以外の地内基幹系統においても系統混雑を前提した設備形成を志向する
ことになるため、系統制約により、供給力不足のおそれがある状況下においては必要な供給
予備力となる電源が限定される可能性もある。

◼ そのようなケースにおいては、系統増強により供給信頼度を確保するコストが抑制できると
いった便益（アデカシー便益）を見込むことができる。

エリアA

供給力不足のおそれがある状況下における融通

①既に十分に融通し合える送電容量が存在

→ 系統増強によるアデカシー面の便益は見込めない。
（必要な供給予備力となる電源がその立地に限定

されない）

エリアA エリアB

②系統制約により十分な融通が行えない

→系統増強によりアデカシー面の便益が見込める
（必要な供給予備力となる電源が立地的に

限定される）

（参考）アデカシー便益のイメージ

エリアB エリアC エリアC

系統制約



8（参考）日本における供給信頼度指標について

第29回調整力及び
需給バランス評価等に
関する委員会

◼ 供給信頼度の指標として、供給力不足の回数や時間、不足量を基準とする方法がある。

◼ 日本では、年間供給力不足量の期待値（EUE: Expected Unserved Energy)を基準と
しており、現在の供給信頼度基準は、需要1kWあたり0.048(kWh/kW・年)である。

◼ なお、上記基準について１需要家あたりの停電時間に換算すると、約2.9分/年の供給支障が
発生する期待値という試算となる。（仮に１回あたりの停電時間を１時間とすれば、約20年に
１度供給力不足の停電が発生する期待値となる）



9２．アデカシー面の便益推定手法の方向性 【論点１】

◼ ENTSO-E、PJMを参考とすれば、アデカシー面の便益推定手法には以下の３つが挙げられる。

① 停電コストベースの手法（ENTSO-Eを参考）

② 電源調達コストベースの手法（ 〃 ）

③ 容量市場モデルベースの手法（PJMを参考）

◼ これらの手法について、日本におけるアデカシー面の便益推定手法の検討を行った。
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２．アデカシー面の便益推定手法の方向性 【論点１】

海外のアデカシー費用便益手法について（ENTSO-Eの事例）

◼ ENTSO-EのCBAガイドライン2.0には、以下の２つの評価方法が示されている。

＜① 停電コストベース＞

公式な停電コストデータが存在する、かつ年間供給支障電力量(EENS)≠０の場合に採用される。

供給予備力の調達量を一定とし、系統増強前後で削減できた年間供給支障量で評価する。

⇒ 増強による年間供給支障電力量の減少分（kWh）× 停電コスト（VoLL：円/kWh）

＜② 電源調達コストベース＞
年間供給支障電力量(EENS)＝０の場合に採用される。

供給信頼度をEENS=０で一定とし、系統増強前後で必要予備力調達量がどれだけ削減できたか（追加供給
予備力：Additional Adequacy Margin）で評価する。

⇒ 増強による必要予備力調達量の減少分（kW）× ピーク電源の投資コスト等（円/kW)

エリアA エリアB

EENS:1000kWh
電源：1000万kW

EENS：1500kWh
電源：1500万kW

エリアA エリアB

系統増強

①公式の停電コストデータが存在する、かつ
年間供給支障電力量(EENS)≠0の場合

EENS：1300kWh
電源：1500万kW

EENS:500kWh
電源：1000万kW

費用便益は
削減できた年間供給支障電力量 700kWh×停電コスト

エリアA エリアB

EENS:0kWh
電源：1000万kW

EENS：0kWh
電源：1500万kW

エリアA エリアB

系統増強

②年間供給支障電力量(EENS)＝0の場合

EENS：0kWh
電源：1200万kW

EENS:0kWh
電源：800万kW

費用便益は
削減できた電源 500万kW×電源調達コスト

計700kWhの
年間供給支障
電力量を削減

500万kWの必要
予備力削減



11
２．アデカシー面の便益推定手法の方向性 【論点１】

ENTSO-Eを参考とした日本でのアデカシー評価方法の考え方

◼ ①の停電コストベースの手法は、公式な停電コストが必要となるが、日本の場合そのよう
な値はない。

◼ ②の電源調達コストベースの手法は、EENS=０（年間供給支障電力量がゼロ）の系統
であることが条件となるが、日本の場合、EENSに相当するEUEが0.048(kWh/kW・
年)とする供給信頼度基準の考え方と整合しない。

◼ ENTSO-Eのガイドラインに厳密に従えばどちらの手法も採用できないこととなるが、日本での
アデカシー面の便益推定手法については、ENTSO-Eを参考として、考え方を以下のように
見直したうえで、検討を進めていくことではどうか。

➢ ①の停電コストベースの方法について、公式なものではないが、ESCJアンケートの結果や
DRコスト等を参考値として検討を進める。

➢ ②の電源調達コストベースの方法について、EENS=０という基準をEUE＝0.048という
日本の信頼度基準とし、必要予備力の削減量を評価することで検討を進める。
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◼ PJMにおけるアデカシー面の便益推定手法は、③容量市場モデルを活用したものとなる。

◼ 容量市場の入札実績の蓄積から事業者行動、入札価格を模擬し、ゾーンごとの約定価格
を算出する。

◼ ただし、PJMの容量市場は、電源構成と需要のバランスから予めエリアの分断箇所と送電線
制約の方向を把握できる等、エリア間融通に関しては比較的単純なモデルとなっている。

総容量コストの変化 × 0.5 ＋ 需要容量コストの変化 × 0.5
(Change in total system capacity cost)       (Change in Load Capacity payment)

Total system capacity cost:  容量市場での容量差(MW) × 想定される価格($/MW)
Load Capacity payment: 送電ゾーンの需要(MW) × 送電ゾーンの容量価格($/MW) – 容量送電権($)

“Manual14B, attachment E: Market Efficiency Analysis Economic Benefit /Cost Ratio Threshold Test”より

２．アデカシー面の便益推定手法の方向性 【論点１】
海外のアデカシー費用便益手法について（PJMの事例）

容量市場モデルにおけるPJMと日本の違い

〇PJMは潮流の方向について、電源構成と需要のバランスから予め各エリアの分断箇所と送電線制約の
方向を把握し、他エリアからの期待容量を事前に設定する。このため、各エリアの調達目標量を決める
ことができ、比較的単純な計算となる。

〇日本は双方向の潮流を考慮しており、電源構成と需要のバランスから予め各エリアの分断箇所と送電
線制約の方向が特定できないため、他エリアからの期待容量を事前に設定できない。このため、その断
面（1時間毎）の各エリアでの余力に従って融通可能量を決める必要があるため、計算が複雑である。



13（参考）PJMの容量市場

◼ PJMでは、電源構成と需要のバランスからエリアの分断箇所と送電線制約の方向を予め
把握（潮流は一方向）しており、容量オークションを実施する前に、電力需要を満たすため
に必要な送電能力が不足しているエリアを送電制約エリア（LDA）として分離している。

Third Triennial Review of PJM’s Variable Resource Requirement Curve(2014/3/15)矢印加筆

PJM 潮流方向と送電制約エリアLDA • PJMは潮流の方向が一方向的であるため、他エリアから
の期待容量を事前に設定した上で各エリアの調達目標
量を決める。

• 緊急時送電容量限界値（CETL：連系線期待量）
が、緊急時送電容量目標値（CETO）に15%上積み
した数値よりも小さければ、送電制約エリアとして事前に
分離を行っている。

CETL≦CETO×1.15

※1 CETLとは、送電側の予備力分や送電線空容量を
考慮したそのエリアでの可能な受電量

※2 CETOとは、高需要時において信頼度基準を満たす
ためにそのエリアで必要な受電量Third Triennial Review of PJM’s Variable Resource Requirement Curveより矢印加筆
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◼ これまで広域系統整備委員会において、「アデカシーについては容量市場の結果を踏まえ、
便益項目に織り込む検討が必要」としていた。

◼ しかし、PJMでも容量市場結果から将来の便益推定することによる不確実性が認められ
ているなか、日本で容量市場のデータを活用するためには実績を積む必要がある。実績
を蓄積することとすれば、アデカシー評価を遅延させることになる。

第45回 広域系統整備委員会

２．アデカシー面の便益推定手法の方向性 【論点１】
PJMを参考とした日本でのアデカシー評価方法の考え方

◼ このため、③容量市場モデルによるアデカシー評価については、今回のマスタープラン策定
の中で検討することは難しいのではないか。
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◼ アデカシー評価手法について３つの手法と、ENTSO-EとPJMにおける適用例を紹介した。

◼ ③容量市場モデルベースの手法は、日本での実績を蓄積することとすればアデカシー評価を
遅延させることにもなる。

◼ 一方、①停電コストベースの方法、②電源調達コストベースの方法については、考え方を
見直すことで、日本への適用が可能と考える。

◼ なお、上記①、②の評価方法では停電コストもしくは電源調達コストの想定が必要となる。

手 法 適用への課題と検討の方向性
適合性
評価

海外での適用の考え方

①停電コストベース
年間供給支障電力量で評価

過去のESCJアンケートの結果や、DR
コスト等を参考値として検討を行う。

〇
【ENTSO-E】
公式な停電コストが存在し、かつ年間供給
支障電力量がゼロ（EENS≠0）

②電源調達コストベース
追加供給予備力で評価

年間供給支障電力量の基準を、
EUE=0.048としたうえで、追加供給
予備力の評価を行う。

〇
【ENTSO-E】
年間供給支障電力量がゼロ
（EENS＝0）

③容量市場モデル
現時点では便益推定に課題があるこ
とから、容量市場の実績を蓄積したう
えで、中長期的な課題として取り組む。

△
【PJM】
容量市場モデルを活用して、実績の蓄積に
よって約定結果を推定

２．アデカシー面の便益推定手法の方向性 【論点１】
日本におけるアデカシー評価手法
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コスト指標について

◼ ①停電コストベースの方法の場合、公式な停電コストがないことから、過去のアンケートによる
試算値や、DRコストといった中から設定する必要がある。

◼ ②電源調達コストベースの方法の場合、電源の新設コストであることから、将来想定される
電源種類が特定できれば、設定は①よりは難しくないと考える。ただし、将来の技術革新等
による変動要素も考えられる。

◼ このため、今回のマスタープラン策定に向けて、②電源調達コストベースを基本としつつ、
①停電コストベースの試算も参考値として検討を進めることとしてはどうか。

指 標 説 明 算定の容易さ

停電コスト

ESCJ2013アンケートにより3,050~5,890(円
/kWh)という値が算出されているが、将来変動す
る可能性も踏まえて引き続き検討することとされて
いる。また、DR発動によるkWh単価とする方法
も考えられる。

多様な手法・設定が考えられるなか、コンセンサ
スの取れた値を設定することは難しいと思われる。

電源調達コスト
電源の新設コスト（電源新設に伴う年経費）や、
DRによる確保等が考えられる。

将来想定される電源種が特定できれば、
設定は比較的容易ではないか。ただし、将来の
技術革新等による変動要素も考えられる。

２．アデカシー面の便益推定手法の方向性 【論点１】
日本におけるアデカシー評価手法（コスト指標）
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◼ マスタープランでは将来における系統混雑を前提としているが、年間供給支障量（EUE）を計
算するツールは連系線のみ制約条件を設定する仕様となっている。

◼ このため、連系線以外の地内系統によっても制約が発生する中で、供給力の見込み量をどの
ように見極めるかが課題となる。

◼ また、系統構成の抜本的変更があれば、ツール改修が必要となる可能性もある。

２．今後の検討課題について 【論点２】
将来における系統混雑を前提とした場合の具体的な課題

エリアA エリアB エリアC

ファーム電源

連系線制約
制約の考えが整理されており、想定が容易

供給力として全て見込むことができ、
連系線制約の中で他エリア融通が可能

エリアA エリアB エリアC

ノンファーム電源

連系線制約

地内制約の範囲でしか発電・融通ができず、
需要ピーク時の信頼度への貢献が不透明

地内制約
地内の発電状況、需要、エリア間融通によって制約が左右される。

事前に想定する方法を整理する必要がある。

将来の
信頼度計算

これまでの
信頼度計算

※ PJMでは、系統接続時、発電事業者は、容量市場に参加できる容量（Capacity Resource）と、そうではない容量（Energy 
Resource）を指定することになっていることから、上記見極めは容易と考えられる。
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◼ 今後、ベースシナリオ等に基づき系統増強案を検討することになるが、連系線以外の地内系統
によっても制約が発生する中で、供給力として見込まれる量の見極め方法について整理を行う
必要がある。

◼ また、系統構成の抜本的変更があるなど、現行ツールの改修等が必要となれば、適宜対応して
いく。

２．今後の検討課題について 【論点２】
今後の進め方
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〇 日本におけるアデカシー面の便益推定手法の方向性 【論点１】

◼ アデカシー面の便益推定手法について、①停電コストベース、②電源調達コストベース、
③容量市場モデルベースの３つについて、海外の考え方も参考に検討を行った。

◼ ③容量市場モデルベースの手法は、容量市場のデータを活用するためには実績を積む必要
があるところ、実績を蓄積することとすればアデカシー評価を遅延させることにもなる。

◼ このため、アデカシー面の便益推定手法については①停電コストベース、②電源調達コスト
ベースの手法の考え方を以下のように見直すことで、今後検討を進める。

➢ ①停電コストベース：公式なものではないが、ESCJアンケートの結果やDRコスト等を参考値として
検討を進める。

➢ ②電源調達コストベース：EENS=０という基準を日本の信頼度基準（EUE＝0.048）とすることで
必要予備力の削減量を評価することで検討を進める。

◼ なお、停電コストより、電源の新設コストの方が、将来想定される電源種類が特定できれば、
設定が容易と考えられることから、②電源調達コストベースを基本としつつ、①停電コスト
ベースの試算も参考値として検討を進めていく。

〇 今後の検討課題について 【論点２】

◼ マスタープラン策定に向けて、将来における系統混雑を前提とするため、連系線以外の地内
系統によっても制約が発生する中で、供給力の見込み量をどのように見極めるかが課題と
なる。また、系統構成の抜本的変更など、現行ツールの改修等が必要となれば適宜対応し
ていく。

３．まとめ
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（以降、参考）



21（参考） 便益の対象項目について

第2回 広域連系系統のマスタープラン及び系統利用ルールの在り方等に関する検討委員会資料より

☜ 今回の対象

従来から考慮



22（参考）海外の供給信頼度評価

第2回調整力等に関する委員会



23（参考）日本の供給信頼度指標について

第42回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会



24（参考）日本の供給信頼度基準のイメージ

第42回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会



25（参考）日本のEUE算定について

◼ 年間8760時間の各断面について、供給力と需要を以下の変動要素から確率的に算出し、
供給力の不足量を集計する。モンテカルロシミュレーションにより、1年分の計算を1万回繰り
返し、供給不足となった電力量の平均値をとる。

地域間融通量

第30回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会資料より 一部修正



26（参考）ENTSO-Eの費用便益評価におけるアデカシー評価

◼ ENTSO-EのCBAガイドラインの別紙には各国の停電コストが根拠とともに記載されている。

ENTSO-E CBAガイドライン2.0のアデカシー評価の抜粋

EENS≠0の場合

EENS=0の場合

承認された停電コスト
（公的な値）が入手
できれば貨幣価値換算
が可能

ピークユニット投資コスト
で貨幣価値換算可能



27（参考）ESCJ調査による停電コスト

第4回電力レジリエンス等に関する小委員会



28（参考）英国における停電コスト（VoLL）

第4回電力レジリエンス等に関する小委員会


